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１．中小規模病院が危機に陥る懸念 

 専門医取得は義務づけていない 
 「原則としていずれかの専門領域を選択しその基本領域学会の専門研

修を受けることを基本とする」としている 
２．地方創生に逆行する危険と医師偏在の助長 

 専攻医の多い８領域については、原則として大学病院以外でも基幹施設と

なれる基準に設定 
 原則として、基幹施設での研修は６ヶ月以上、連携施設での研修は３ヶ月

未満とならないように努める 
 都市部の５都府県については、専攻医募集定員の上限を設定（一部診療

科を除く。） 
 基幹施設、連携施設、関連施設等で専攻医の採用が可能 
 機構は、研修プログラムを承認するに際し、各都道府県協議会と事前に協

議し決定 
 地域医療従事者、育児中の女性医師等に対しカリキュラム制導入 

３．医師の診療活動開始年齢の遅延と医療コスト増大 
 専門医取得は義務づけていない（再掲） 
 ただし、「原則としていずれかの専門領域を選択しその基本領域学会の専

門研修を受けることを基本とする」としている（再掲） 
４．初期研修制度導入時に立ち返り PDCA で考えるべき  

 総合診療専門医については、引き続き議論  
５．若手医師たちに義務的に医局生活を強いる理不尽  

 専攻医の多い８領域については、原則として大学病院以外でも基幹施設と

なれる基準に設定（再掲）  
 基幹施設、連携施設、関連施設等で専攻医の採用が可能（再掲）  
 地域医療従事者、育児中の女性医師等に対しカリキュラム制導入（再掲）  

６．専門職自律という国民不在の議論 
 本検討会において議論 
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